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市郡単位とすることは、必ずしも 1 人区化増大の要因ではなかった。 
第 1～3 章は、第 1 の基軸である選挙区構成についての分析を行った。第 1 章では、第 1 回
統一地方選挙(1947 年 4 月)からの選挙区構成の変動を追跡しつつ、主に全国集計した選挙区構
成について、選挙区数の割合や構成議席率の視点から詳述した。都道府県議会の選挙区は、戦
後は町から市への昇格が相次ぎ新しい市選挙区が続々と誕生した。1 人区の選挙区数の割合は
1 ターム時に 20％未満だった。しかし、Ⅱ期・4 ターム以降では概して、1 人区の選挙区数の
割合が 40％前後、2 人区が 30％近く、3 人区が約 13％と、安定した構成比を維持するように
なり、1～3 人区だけで選挙区全体の 80％以上を占めるようになった。各党派が、単独過半数
を制するには、高い構成議席率を占める 1～3 人区を寡占する必要がある。 
 第 2 章では、都道府県議会別に選挙区構成を点検した。第Ⅰ期では各議会内での中選挙区(2
～6人区)の構成議席率が 3/4を占める議会が多く存在し、まさに中選挙区制の全盛期であった。
しかし、第Ⅱ～Ⅳ期は中選挙区の 3/4 以上型の割合が減少し、代わって 1/2 以上型の議会数が
























選挙区と 5 ターム以降の大選挙区 La・Lb において、過半数割れが生じたものの、それでも他
党と比べて相当優位な立場であることに変わりない。他方で非自民勢力は、定数次第では第２
党となる党派が異なっており、各党それぞれで得意・不得意の定数がある。小選挙区では一貫
して無所属が第 2 党の立場にあり、非自民第 1 党は存在感がないのが現状である。 
1～3 人区それぞれの有権者比較も行うと、二大政党間の競合という観点では、1 人区は一部
例外を除いていずれの有権者規模においても、多くの期間で競争が成立することは困難である。
2 人区と 3 人区においても、自民優位は不変である。しかし、有権者規模 E(10 万人以上～30
万人未満)となると国政の争点との連関や二大政党下の流れを反映し、タームによっては自民
党・非自民第 1 党の議席率が接近することがある。 

















る。もっとも、国政第 3 党以下に位置する公明・共産両党が当選者を出しにくい 2～3 人区に
おいても、非自民第 1 党が候補者・当選者を出していない空白区は意外に高い水準で推移して








構成比を減らし、3～4 人区を増やす必要がある。他方で 2012・14・17 年の各総選挙のように、
非自民各党が衆議院の比例代表部分を重視した候補者擁立戦略を採用し続けるならば、非自民
各党においても地方議会で国会議員候補者の人材をプールする必要がある。翻ってみるに、都
道府県議会の選挙区定数別の有効政党数も加味した上で再考すると、競合が適度に保障される
選挙区規模としては、5～6 人区が推奨されることになろう。もとより、政権政党に執着する
自民党にとっては、引き続き現行の公職選挙法で認められているテクニックを駆使して、1・2
人区の割合を相対的に多くとどめることが合理的である。また大選挙区では、各党派の進出が
容易となるため逆に実態として「自民 1 強多弱」の状況が生まれている。現行の都道府県議会
選挙制度は、自民党にとって「国会議員の人材の供給源としての地方議員」を有利に確保する
仕組みとなっており、これを抜本的に是正しない限り地方議会を支えとする政権交代可能な二
大政党制の安定的枠組みは構築できない。 
